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難病法
に基づ

く医療
費助成

制度

医療保
険負担

分（7割
）

自己負
担分

（2割）

助成な
し

助成あ
り

自己負
担分（3

割） 医療保
険負担

分（7割
）

公費負
担

（1割）

かかっ
た医療

費の2割
または

自己負
担額上

限のう
ち、金額

の低い
ほうが

適用さ
れます

【参 考
】 難病

法に基
づく医

療費助
成制度

の自己
負担額

のイメ
ージ

　　自己
負担上

限額

● 自己
負担上

限額は
、医療費

の2割（
もとも

と1割負
担の方

は1割）
となり

ます。

●  ひと
月あた

りの負
担額は

自己負
担上限

額まで
の支払

いとな
ります

。ひと月
に複数

の指定
医療機

関を

受診し
た場合

、窓口支
払いの

自己負
担額の

累計額
が自己

負担上
限額に

達した
場合は

、負担上
限月額

を超え
る費用

は徴収
されま

せん。

● 自己
負担上

限額は
、所得に

よって
異なり

ますの
で、詳し

くは、下
の表で

ご確認
くださ

い。

階層区
分

階層区
分の基

準

（ ）内
の数字

は、夫婦
2人世帯

の場合
におけ

る年収
の目安

自己負
担上限

額（外来
＋入院

）

（患者
負担割

合：2割
）

一般
高額か

つ長期
※1 人工呼

吸器等
装着者

※2

生活保
護

ー

         
0円

         
0円

       0
円

低所得
Ⅰ

住民税
非課税
（世帯

）

本人年
収

～80万
円

  2,50
0円

  2,50
0円

1,000
円

低所得
Ⅱ

本人年
収

80万円
超

  5,00
0円

  5,00
0円

一般所
得Ⅰ

住民税
 7.1万

円未満

（約16
0万円～

約370
万円）

10,00
0円

  5,00
0円

一般所
得Ⅱ

住民税

7.1万円
以上25

.1万円
未満

（約37
0万円～

約810
万円）

20,00
0円

10,00
0円

上位所
得

住民税
 25.1万

円以上

（約81
0万円～

）

30,00
0円

20,00
0円

入院時
の食費

全額自
己負担

政府広
報オン

ライン
 「難病

と小児
慢性特

定疾病
にかか

る医療
費助成

のご案
内」

（http
s://ww

w.gov
-onlin

e.go.j
p/use

ful/ar
ticle/2

01412
/3.htm

l）（202
4年9月

現在）か
ら作成

※1  高
額かつ

長期：
月ごと

の医療
費総額

が5万円
を超え

る月が
年間6回

以上（医
療保険

の2割負
担の場

合、医療
費の

自己負
担が1万

円を超
える月

が年間
6回以上

）ある方

※2  人
工呼吸

器等装
着者：

継続し
て常時

生命維
持管理

装置を
装着す

る必要
があり

、日常生
活動作

が著し
く制限

され

ている
方（要件

に適合
するか

は個別
に判断

されま
す）

縁取り空胞を伴う遠位型ミオパチーの患者さんへ公的助成制度・生活支援サービスのご紹介

監修 青木 正志 先生東北大学大学院医学系研究科　神経内科学 教授

2024年9月現在
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